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   第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成 27 年法律第 53

号。以下「法」という。）、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行令（平

成 28 年政令第８号。以下「令」という。）及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律施行規則（平成 28 年国土交通省令第５号。以下「省令」という。）に定めるもののほ

か、知事が行う建築物エネルギー消費性能確保計画の判定及び建築物エネルギー消費性能向

上計画の認定等に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、法に定めのあるもののほか、次の各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 認定基準 法第 30 条第１項各号に掲げる基準をいう。 

(2) 評価機関 建築物エネルギー消費性能向上計画等の認定に係る技術的審査等を実施する

ことができる機関で、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものをい

う。 

ア 非住宅部分 法第 14 条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関 

イ 住宅部分 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号）第５条第

１項に規定する登録住宅性能評価機関及び登録建築物エネルギー消費性能判定機関 

 

   第２章 建築物エネルギー消費性能適合性判定等 

 

（建築物エネルギー消費性能確保計画の提出等） 

第３条 法第 11 条第１項又は第２項の規定による建築物エネルギー消費性能確保計画の提出

（法第 12 条第２項又は第３項の規定による通知を含む。以下「確保計画の提出等」という。）

は、省令第３条第１項又は第４条第１項に規定する書類のほか、代理者によって行う場合に

あっては、当該代理者に委任することを証する書類（以下「委任状」という。）を添えて行

うものとする。 

 



（確保計画の提出等の取下げ） 

第４条 確保計画の提出等をした者は、当該計画の提出等を取り下げようとする場合は、建築

物エネルギー消費性能確保計画の提出等取下げ届（第１号様式）を知事に提出するものとす

る。 

 

（確保計画に係る要確認特定建築行為の取りやめ） 

第５条 確保計画の提出等をした者は、当該計画に係る要確認特定建築行為を取りやめようと

する場合は、建築物エネルギー消費性能確保計画に係る要確認特定建築行為の取りやめ届（第

２号様式）に、法第 11 条第６項に規定する適合性判定通知書（省令別記様式第３）並びに

省令第３条第１項又は第４条第１項に規定する計画書の副本及びその添付図書を添えて知事

に提出するものとする。 

 

（報告の徴収） 

第６条 建築主等は、法第 15 条第１項の規定により、特定建築物の建築物エネルギー消費性

能基準への適合に関する事項に関し報告を求められた場合は、特定建築物の建築物エネルギ

ー消費性能基準への適合に関する事項に関する報告書（第３号様式）に、報告内容を説明す

るための図書を添えて知事に報告するものとする。 

 

（確保計画の軽微な変更に関する証明書の交付等） 

第７条 省令第 13 条の規定により、建築物エネルギー消費性能確保計画の変更が省令第５条

（省令第９条第２項において準用する場合を含む。以下同じ。）の軽微な変更に該当している

ことを証する書面の交付を求めようとする者（以下「確保計画証明申請者」という。）は、確

保計画軽微変更該当証明申請書（第４号様式）の正本及び副本に、それぞれ次に掲げる図書を

添えて知事に提出するものとする。 

(1) 委任状 

(2) 省令第４条第１項に規定する添付図書 

２ 知事は、前項の規定による申請書の提出があった場合において、当該計画の変更が省令第

５条の軽微な変更に該当していると認めるときは、確保計画軽微変更該当証明書（第５号様

式）を当該申請者に交付するものとする。 

３ 知事は、第１項の規定による申請書の提出があった場合において、前項の証明書の交付を

しないときは、建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変更に該当していることを証明

しない旨の通知書（第６号様式）により当該申請者に通知するものとする。 

 

（確保計画の軽微な変更に関する証明書の交付申請の取下げ） 

第８条 確保計画証明申請者は、前条第１項の規定による申請を取り下げようとする場合は、

確保計画軽微変更該当証明申請取下げ届（第７号様式）を知事に提出するものとする。 

 

   第３章 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定等 



 

（書類の経由） 

第９条 法第 29 条第１項の規定により、建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請（以

下「計画認定申請」という。）をしようとする者（以下「計画認定申請者」という。）は、

当該申請に係る建築物の所在地を所管する土木事務所を経由して申請するものとする。 

 

（評価機関の審査） 

第 10 条 計画認定申請者は計画認定申請を行う前に、建築物エネルギー消費性能向上計画が認

定基準に適合していることについて、評価機関による審査を受けることができる。 

 

（認定の申請） 

第 11 条 計画認定申請は、省令第 20 条第１項に規定する書類のほか、代理者によって行う場

合にあっては、委任状を添えて行うものとする。 

 

（知事が必要と認める図書 ） 

第 12 条 省令第 20 条第１項に規定する知事が必要と認める図書は、別表 左欄の区分に応じ、

同表右欄に定める図書とする。 

 

（建築確認申請の特例の申出） 

第 13 条 法第 30 条第２項の規定による申出を行う場合は、第 11 条の申請に併せて、次に掲げ

る書類を添えて行うものとする。 

(1) 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第６条第１項の規定による確認（以下「建築確認」

という。）の申請書の正本及び副本３通 

(2) 建築確認に係る市町村との事前協議が完了した旨の図書 

 

（計画の通知） 

第 14 条 知事は、法第 30 条第２項の規定による申出を受けた場合の同条第３項の規定による

通知は、建築物エネルギー消費性能向上計画通知書（第８号様式）に建築物エネルギー消費

性能向上計画を添えて行うものとする。 

 

（認定申請の取下げ） 

第 15 条 計画認定申請者は、当該申請を取り下げようとする場合は、建築物エネルギー消費性

能向上計画の認定申請取下げ届（第９号様式）を知事に提出するものとする。 

 

（認定しない旨の通知） 

第 16 条 知事は、計画認定申請の内容が認定基準に適合しないと認める場合は、建築物エネル

ギー消費性能向上計画を認定しない旨の通知書（第 10 号様式）により計画認定申請者に通知

するものとする。 



 

（認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づく建築物の新築等の取りやめ） 

第 17 条 認定建築主は、認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づくエネルギーの消費性

能の向上のための建築物の新築等を取りやめようとする場合は、認定建築物エネルギー消費

性能向上計画に基づく建築物の新築等の取りやめ届（第 11 号様式）に、省令第 24 条第２項

に規定する通知書（省令別記様式第 28）を添えて知事に提出するものとする。 

 

（計画の変更） 

第 18 条 前９条の規定は、法第 31 条第１項の規定による変更の認定の申請について準用する。

この場合において、第９条中「法第 29 条第１項」とあるのは「法第 31 条第１項」と、「建

築物エネルギー消費性能向上計画」とあるのは「建築物エネルギー消費性能向上計画の変更」

と、第 11 条中「省令第 20 条第１項」とあるのは「省令第 26 条」と、第 13 条及び第 14 条中

「法第 30 条第２項」とあるのは「法第 31 条第２項において準用する法第 30 条第２項」と、

前条中「省令別記様式第 28」とあるのは「省令別記様式第 30」と、「省令第 24 条第２項」

とあるのは「省令第 27 条において準用する省令第 24 条第２項」と読み替えるものとする。 

 

（報告の徴収） 

第 19 条 認定建築主は、法第 32 条の規定により、認定建築物エネルギー消費性能向上計画に

基づく建築物の新築等の工事が完了した旨の報告を求められた場合は、認定建築物エネルギ

ー消費性能向上計画に基づく建築物の新築等の工事が完了した旨の報告書（第 12 号様式）に、

当該工事にあたって建築基準法第７条第５項、第７条の２第５項又は第 18 条第 22 項の規定

による検査済証（以下「検査済証」という。）の交付を受けた建築物の場合にあっては当該

検査済証の写し、その他の建築物の場合にあっては認定建築物エネルギー消費性能向上計画

に従って新築等の工事が行われた旨を建築士等が確認した書類を添えて、知事に報告するも

のとする。 

２ 認定建築主は、前項に規定するもののほか、法第 32 条の規定により、報告を求められた場

合は、認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づく建築物の新築等の状況報告書（第 13

号様式）に、報告内容を説明するための図書を添えて知事に報告するものとする。 

 

（認定の取消し） 

第 20 条 知事は、法第 34 条の規定により、法第 30 条第１項（法第 31 条第２項において準用

する場合を含む。）の認定を取り消す場合は、認定建築物エネルギー消費性能向上計画の認

定取消通知書（第 14 号様式）により認定建築主に通知するものとする。 

２ 知事は、第 17 条の規定により、取りやめ届の提出があった場合は、法第 30 条第１項（法

第 31 条第２項において準用する場合を含む。）の認定を取り消すこととし、認定建築物エネ

ルギー消費性能向上計画の取りやめによる認定取消通知書（第 15 号様式）により認定建築主

に通知するものとする。 

 



（向上計画の軽微な変更に関する証明書の交付等） 

第 21 条 省令第 28 条の規定により、建築物エネルギー消費性能向上計画の変更が省令第 25 条

の軽微な変更に該当していることを証する書面の交付を求めようとする者（以下「向上計画

証明申請者」という。）は、向上計画軽微変更該当証明申請書（第 16 号様式）の正本及び副

本に、それぞれ次に掲げる図書を添えて知事に提出するものとする。 

(1) 委任状 

(2) 省令第 26 条第１項に規定する添付図書 

２ 知事は、前項の規定による申請書の提出があった場合において、当該計画の変更が省令第

25 条の軽微な変更に該当していると認めるときは、向上計画軽微変更該当証明書（第 17 号

様式）を当該申請者に交付するものとする。 

３ 知事は、第１項の規定による申請書の提出があった場合において、前項の証明書の交付を

しないときは、建築物エネルギー消費性能向上計画の軽微な変更に該当していることを証明

しない旨の通知書（第 18 号様式）により当該申請者に通知するものとする。 

 

（向上計画の軽微な変更に関する証明書の交付申請の取下げ） 

第 22 条 向上計画証明申請者は、前条第１項の規定による申請を取り下げようとする場合は、

向上計画軽微変更該当証明申請取下げ届（第 19 号様式）を知事に提出するものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年３月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



 

 

別 表（第 12 条関係） 

区 分 知事が必要と認める図書 

(1) 評価機関が認定基準又はエネルギー消

費性能基準に適合すると認めた計画に係

る建築物の場合 

評価機関が発行する技術的審査適合証の写し 

 

 

(2) 建築物エネルギー消費性能基準等を定

める省令の一部を改正する省令（令和４年

経済産業省令・国土交通省令第１号)附則

第３項又は第４項の規定の適用を受ける

建築物の場合 

検査済証の写しその他の法施行の際現に存す

る建築物であることを確認するための書類 

 

 

 

(3) 建築物エネルギー消費性能向上計画に

基づく新築等の工事にあたって建築確認

を要しない建築物の場合 

建築基準法への適合について建築士が確認し

た旨を記載した設計内容説明書 

 

 

 

 


